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「社会保障制度の抜本的改革を求める意見書案」について

我が国の年金制度は、昨年６月に行われた年金法の改悪によって、毎年、掛け金が引き上げられ、

給付は減り続けるという年金制度になりました。これは、この意見書案にあるような「改革」に値

するものではなく、上限のない保険料の引き上げと給付の削減は、憲法２５条にある「国民の生存

権」を保障する政府の責任を放棄したものであります。

わが党は、年金制度の一元化に反対するものではありません。年金制度間の格差をなくし、国民

から見て公平な制度をめざすべきだと考えます。そのために、一番具体的で、現実的な方法は、最

低保障年金制度を創設して、国民年金と厚生年金の低い部分の底上げをはかり、全体として格差を

縮小していくことであります。

本意見書案には「各種年金の一元化問題を含む社会保障制度の一体的見直しを早急に実施される

よう」とありますが、実際に、現状の枠組みのもとで、国民年金と、厚生年金・共済年金の保険料

や給付水準の統一を「一元化」の名で行えば、国民年金を被用者年金に合わせれば、事業主負担の

ない国民年金の保険料は数倍に跳ね上がり、年金に加入できない人たちが更に増大することは必至

です。逆に、被用者年金を国民年金に合わせれば、被用者年金の給付水準を大幅に引き下げるとと

もに、財界が要求しているように、被用者年金への事業主負担を無くしてしまう入り口になりかね

ません。日本経団連が一昨年１月に発表した「奥田ビジョン」では年金などの社会保険料の事業主

負担をなくす方向を打ち出しています。

このような問題をもつ年金一元化問題を含む社会保障制度の一体的見直しを早急に実施するこ

とを求める事には賛成できません。よって、本意見書案に反対するものです。

「米海軍哨戒機等の海上自衛隊鹿屋航空基地への移転反対に関する意見書案」について

次に、であります。わが会派は、標題にあるような移転には同様に反対の立場をとるものであり

ます。

しかしながら、本意見書案には、日米安保条約容認の姿勢が伺えます。

アメリカのブッシュ政権は、米軍再編をすすめており、今回の問題はその中での在日米軍基地の

再編計画の一環であります。

そのねらいは、第１にアジア・太平洋、中東への戦略の最前線基地として強化してきた在日米軍

基地を引きつづき維持し、拡大・強化しようということ。第２に「沖縄県民の負担の軽減」を理由



に、基地態勢の一定の再編を、米軍基地の国内たらいまわしによって解決しようとしていること。

第３に、自衛隊基地の米軍基地化と米軍と自衛隊の一体化であります。

意見書案にある「日米安全保障会議の戦略目標」とは、本年２月に、ワシントンで開かれた「日

米安全保障協議委員会（２プラス２）」で、共同発表された、今後の日米同盟と米軍再編の基本理

念となる「共通の戦略目標」であり、その内容は、日米同盟の「死活的に重要な役割」を確認し、

アジア・太平洋地域の様々な事態に共同対処するために、日米安保体制を地球規模に拡大すること

をうたっているものであります。

ここで町村外務大臣は、日本全国の７５％の米軍専用基地が存在する沖縄について触れ、「在日

米軍の抑止力の維持」と「沖縄の負担軽減も重要」と述べたものですが、この「抑止力の維持」と

いう立場は、在日米軍の存在の原因となっている日米安保条約容認の立場であり、そもそも今回の

移転問題の根本的な原因になっているものであります。

戦争のない平和なアジアの実現のためには、日本と日本国民を危険な道に引きずり込む根源であ

る日米安保条約の廃棄、米軍基地の撤去こそ必要であります。よって、本意見書案に反対いたしま

す。


